
 

山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）補助金交付要綱 

 

（趣旨等） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、著しく落ち込

んだ観光需要の早期回復を図ることを目的として実施する、山中湖村観光客

誘客誘致事業（GoTo山中湖）に参加する宿泊事業者が販売する支援対象商品

の割引額分を予算の範囲内において補助することについて必要な事項を定め

るものとする。 

２ 補助金交付に係る事務は、山中湖村から山中湖村観光客誘客誘致事業

（GoTo山中湖）を委託された山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）事務

局（以下「事務局」という。）が行うこととする。 

（交付対象者） 

第２条 事務局は、当該事業の実施に当たり、次に掲げる者から、補助する宿

泊事業者（以下「対象宿泊事業者」という。）を指定しなければならない。 

(1) 山中湖村内に納税住所を有する者 

(2) 山中湖村内において、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第

２項に規定する旅館・ホテル営業を営む者のうち、同法第３条第１項の規定

に基づき営業の許可を受けている事業者。ただし、次に掲げる者は、対象と

しない。 

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律 

第１２２号）第２条 第６項第４号に規定する営業を営む者又は社会通念 

上同号に相当する営業を営むもの 

イ 山中湖村暴力団排除条例（平成２４年山中湖村条例第１８号）第２条 

第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に 

該当するもの 

ウ 宗教法人及び学校法人の所有する者、会員を主とした旅館・ホテル営業 

を営むもの 

エ 前号及びこの号に該当する者で、従業員が10人以上いる旅館・ホテルを

営むもの 

オ スポーツ・文化合宿等支援事業対象施設を営むもの 

（補助対象商品及び補助金額） 

第３条 この要綱による補助金の対象となる商品は、対象宿泊事業者がこの事

業について、事前に申請を行い販売する宿泊商品（以下｢補助対象商品｣とい

う。）をいう。 

  



２ 補助対象商品の補助金額は１，０００円とする。これは各対象宿泊事業者

に配分された予算の範囲内において、宿泊料金を含む１泊１人当たり定価が税

込５，０００円以上の全宿泊者対象の商品を対象とする。ただし、次の各号の

いずれかに該当するものは、補助の対象外とする。 

(1) 補助対象商品のキャンセル料 

(2) 山中湖村がこの事業の延期又は中止の判断を行った場合に販売し、又は利

用する補助対象商品 

(3) 各対象宿泊事業者の配分額は、状況に応じ調整する場合がある。 

(4) 対象宿泊事業者が補助対象商品の価格設定を行う際は、適正な範囲で価格

設定することとする。 

(5) 補助金の対象となる商品の購入回数は、無制限とする。ただし、連泊の上

限については１泊までとする。 

(6) 補助金の対象となるのは、事務局が別に定める期間に利用された補助対象

商品とする。 

（交付申請） 

第４条 対象宿泊事業者は、補助金の交付申請をする場合は、前条第２項で定

める全宿泊者対象商品を山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）補助金

交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、事務局に提出しなけ

ればならない。 

(1) 旅館業法に基づく旅館業の許可を受けたことが分かるものの写し 

(2) 誓約書兼同意書（様式第２号） 

(3) 振込口座の情報が確認できる通帳等の写し 

(4) その他事務局が必要と認める書類 

（交付決定） 

第５条 事務局は、前条の規定による申請があったときは、当該内容を審査

し、補助金の交付の可否を決定するものとする。 

（交付決定等の通知） 

第６条 事務局は、前条に規定する補助金の交付を決定したときは、速やかに

補助金の交付決定額及びその他決定内容を山中湖村観光客誘客誘致事業

（GoTo山中湖）補助金交付決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知

するものとする。 

２ 事務局は、前条に規定する補助金の交付をしないことを決定したときは、

理由を付して山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）補助金不交付決定

通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

  



（申請の取下げ） 

第７条 対象宿泊事業者は、前条の規定による通知を受けた場合において、当

該通知に係る決定の内容に不服があるときは、当該通知を受理した日から１

０日以内に補助金の交付の申請を取り下げることができる。 

２ 前項に規定する申請の取下げがあったときは、取り下げた申請に係る補助

金の交付の決定はなかったものとみなす。 

（事情変更による交付決定の取消し等） 

第８条 事務局は、補助金の交付を決定した後において、対象宿泊事業者の責

めに帰すべき事情による場合を除き、天災その他特別な事情により補助事業

の全部若しくは一部を遂行することができなくなったとき、又はその必要が

なくなったときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は

当該決定の内容を変更することができるものとする。ただし、補助事業のう

ち既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

（補助事業の遂行） 

第９条 対象宿泊事業者は、補助金の交付の決定の内容、これに付した条件そ

の他事務局からの指示に従い、善良な管理者の注意をもって補助金の出納管

理及び補助事業を行わなければならない。 

２ 対象宿泊事業者は、第３条第２項第２号に該当する場合のキャンセル料を

山中湖村及び事務局並びに商品購入者に求めてはならない。 

（状況報告及び調査） 

第１０条 事務局は、補助事業の適正な執行を図るため必要があると認めると

きは、対象宿泊事業者に対し当該補助事業の遂行及び事務処理に関して報告

を求め、又は実地調査をするものとする。 

２ 前項に規定する報告等に基づき、補助事業が補助金の交付の決定の内容に

従って遂行されていないと認めるときは、対象宿泊事業者に対して決定の内

容に従って遂行するよう指示するものとする。 

（補助対象商品の内容の変更等） 

第１１条 対象宿泊事業者は、補助金の交付決定を受けた後において、補助対

象商品の内容を変更し、又は補助対象商品を廃止しようとするときは、遅滞

なく次に掲げる事項を記載した山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）

補助金変更申請書（様式第５号）を事務局に提出し、承認を受けなければな

らないものとする。ただし、軽微な変更で事務局が認めるものについては、

この限りでない。 

(1)対象宿泊事業者の所在地、名称及び代表者の氏名 

(2)変更等の内容及び理由 

(3)その他必要と認める事項 



２ 事務局は、前項の申請書の提出があった場合において、承認する旨又は承

認しない旨を決定したときは、対象宿泊事業者に対し山中湖村観光客誘客誘

致事業（Goto山中湖）補助金変更承認通知書（様式第６号）を申請者に通知

するものとする。 

（月次報告及び月次請求） 

第１２条 対象宿泊事業者は、毎月１０日までに、前月の実績報告を山中湖村

観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）補助金実績報告書（様式第７号）に次に

掲げる書類を添付し、事務局に提出しなければならない。 

(1) 山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）実績内訳シート（様式第８

号） 

(2) その他事務局が必要と認める書類 

２ 対象宿泊事業者は、前項の月次報告に併せて月次請求書（様式第９号）を

提出できる。 

３ 事務局は、前項の規定による補助金の請求があった場合は、第１項で提出

された実績報告書と照合し、請求内容を確認しなければならない。 

（実績報告） 

第１３条 前条の規定にかかわらず、対象宿泊事業者は、当該事業が完了した

ときは、実績報告書等を事業完了の翌月１０日までに事務局に提出しなけれ

ばならない。 

（補助金の請求） 

第１４条 第１２条第２項の規定にかかわらず、対象宿泊事業者は、前条の実

績報告書等に併せて山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）補助金につ

いて請求書を提出できる。 

（補助金の交付条件） 

第１５条 補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1)この要綱の規定に従うこと。 

(2)対象宿泊事業者は、山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）に係る経

費について、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経費と明確に区分して整

理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

(3)対象宿泊事業者は、山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）に関する

帳簿及び証拠書類を整備し、補助金の交付を受けた年度の翌年度から５年間

保管しておくこと。 

(4)補助金の対象となる商品の販売に際しては、取引先等の関係者へ優先販売

することを禁止する。 

  



（補助金の額の確定） 

第１６条 事務局は、第１２条第１項又は第１３条の実績報告書の提出があっ

た場合において、当該実績報告書の審査及び必要に応じて行う実地調査等

により補助事業の成果が補助金の交付決定の内容に適合すると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、対象宿泊事業者に通知するものとす

る。 

（是正のための措置） 

第１７条 事務局は、第１２条第１項又は第１３条の実績報告書の提出があっ

た場合において、当該実績報告書に係る補助事業の成果が補助金の交付決定

の内容に適合しないと認めるときは、対象宿泊事業者に対し、これに適合さ

せるための措置を講ずるよう指示するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１８条 事務局は、対象宿泊事業者が支援金を他の用途に使用し、その他補

助事業に関して補助金の交付決定の内容又はこの要綱の規定若しくはこの要

綱の規定に基づく指示に違反し、又は従わないときは、補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消すものとする。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後

においても適用するものとする。 

３ 事務局は、第１項に規定する取消しを行った場合は、取消しする金額など

必要な事項を記載し、対象宿泊事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付時期） 

第１９条 事務局は、第１２条第２項又は第１４条の規定による適正な請求書

を受理した日から、３０日以内に対象宿泊事業者が指定する口座に補助金を

支払うものとする。 

（補助金の増額） 

第２０条 対象宿泊事業者は、補助金の増額申請をすることができる。補助金

の増額申請をする場合は、補助金増額申請書（様式第１０号）を事務局に提

出するものとする。 

（補助金の返還） 

第２１条 事務局は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事

業の取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、対象宿泊

事業者に対し、期限を定めてその返還を請求するものとする。 

２ 事務局は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、対象宿泊事業者に対し、期限を定め

てその返還を請求するものとする。 

（理由の提示） 



第２２条 第１０条第２項若しくは第１７条の規定による指示をするとき、又

は第１８条第１項に規定する取消しをするときは、対象宿泊事業者に対して

その理由を示すものとする。 

（不正利用の防止について） 

第２３条 対象宿泊事業者は、不正利用防止のために、不正利用を極力排除す

るための措置を講じなければならない。 

（費用の負担） 

第２４条 この要綱に基づく山中湖村観光客誘客誘致事業（GoTo山中湖）の実

施に関し、対象宿泊事業者が不利益を被る場合であっても、事務局は一切の

費用を負担しないものとする。 

（その他） 

第２５条 この要綱に定めのあるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事

項は、事務局が別に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和５年７月１４日から施行する。 


